
1600s

1970
海外での製造事業を開始
インドネシアに、Kutai Timber 
Indonesia 社を設立。合板を
中心とした建材製造事業を本格
的に開始し、海外製造事業の出
発点となる

1975
木造注文住宅事業を開始

1977
緑化事業へ進出

1800s 1900s 1950s 1960s 1970s 1980s

明治期に銅山経営の影響で荒廃した別子
銅山（住友史料館所蔵）

バンクーバー港水面貯木場にて検品中の
当社職員

伊予別子銅山絵図巻（住友史料館所蔵）

現在の別子の山並み

木造注文住宅

NPIL工場

伊庭 貞剛（住友史料館所蔵）

木の可能性を引き出す 
サステナブルなビジネスモデル

1691
住友林業の創業
住友家が別子銅山を開坑。
製錬のための燃料や坑木に使う
木材の調達を担う「銅山備林」
経営を開始

1865
広瀬宰平が別子支配人に就任

1882
「住友家法」制定

1894
伊庭貞剛が別子支配人に就任。

「大造林計画」を開始

1899
鈴木馬左也が別子支配人に就
任。「保続林業」の考えを確立

1909
住友総本店設立により住友家の
山林事業は同店に継承

1919
住友総本店に林業課を設置

1948
財閥解体で住友の林業部門は
6社に分割（住友林業の設立）。
その後2回の合併を経て東邦農
林、四国林業の2社となる

1955
全国的な国内材集荷販売体制
を確立。東邦農林、四国林業が
合併し、四国林業を存続会社と
し「住友林業株式会社」となる

1956
木材の輸入業務を開始
1955年のフィリピン材の取り
扱いを皮切りに、マレーシア、イ
ンドネシアと事業展開を図り、
1958年には、米材やニュージー
ランド材の取り扱いも開始

1964
国内に本格的な合板製造会社
を設立

1986
ニュージーランドに設立した
Nelson Pine Industries 社

（NPIL）によるMDF製造工場を
本格稼働

大造林計画と「保続林業」の始まり
　19世紀後半の別子銅山では、長年にわたる過度な伐採と煙害
によって、周辺の森林が荒廃の危機を迎えていました。当時の別
子支配人・伊庭貞剛は「国土報恩」の考えのもと、1894年、失わ
れた森を再生させる「大造林計画」を樹立。多い時には年間200
万本を超える大規模な植林を実施した結果、山々は豊かな緑を取
り戻しました。その後、住友林業は森林の維持・育成や伐採・製
材にも力点を置き、持続可能な経営である「保続林業」を確立さ
せていきました。

住友林業の事業の原点「銅山備林」
　住友林業の創業は、現在の愛媛県新居浜市にあった別子銅山
が開坑した1691年にまで遡ります。銅の製錬に欠かすことのでき
ない薪炭用の木材や坑道の坑木、またそこで暮らし、採掘や製錬
に従事していた人々の家の建築用木材などを調達する「銅山備林」
の経営を始めたことが事業の原点です。

すべての原点として受け継がれる「住友の事業精神」

　住友家の初代、政友（1585年～1652年）が残した「文殊院旨意
書」。家人に商売における心得を説いたその冒頭には、「商事は言う
に及ばず候えども、万事精に入れらるべく候」、すなわち何事も粗略
にせず、心をこめて丁寧・慎重に取り扱うようにと記されています。ま
た、住友には、信頼に応えることの大切さを説いた「信用を重んじ確
実を旨とし」、目先の利益にとらわれることへの戒めである「浮利には
しり軽進すべからず」、住友の事業と国家・社会といった公益との調
和を強く求める「自利利他公私一如」などの言葉も残されています。
私たちは、長く続く歴史の中で先人たちが守り続けてきたこれらの
言葉、そしてその根本にある考え方を「住友の事業精神」として今も
大切に受け継いでいます。

建材商社・メーカーとしての進化
　1950年代、高度成長期を迎えていた我が国では、新設
住宅着工戸数の飛躍的な拡大などを背景に、木材に対す
る需要が急増していました。ところが、当時の国内林業は、
第2次世界大戦後まもなく植樹された木々が生育の途上
にあり、市場での木材供給量が不足していました。
　こうした中、住友林業は国内他社に先駆けて外国産材
の輸入を開始。国内外で木材の製造・流通・販売体制を
確立し、取扱高国内No.1の木材・建材商社となりました。

国内外における住宅事業の拡大
　1970年代に入ると、社会・経済情勢の変化に伴い、住
宅政策が“量”の確保から住宅環境を含めた“質”の向上へ
と転換されました。
　こうした社会の要請に応えるべく、当社は1975年、木
造注文住宅事業に進出しました。国内外の木材調達ネッ
トワークを駆使して高品質な木造住宅を提供し、「住友林
業の家」は木造注文住宅のトップブランドに成長していき
ました。
　さらに2003年には、木造住宅がメインである米国でも
住宅事業を開始。その後、同じく木造住宅が主流の豪州
においても住宅事業に進出しました。各エリアの住文化
が色濃く反映される住宅市場において、経営姿勢を共有
できる現地パートナーと組み、業容を拡大してきました。

住友林業の価値創造
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シアトルの分譲住宅 グランフォレスト神戸御影

Henley社モデルハウス

My Forest BF

上智大学四谷キャンパス15号館 
（2022年完成）

筑波研究所 新研究棟

1990
東京証券取引所第一部に上場

1991
筑波研究所を設立し、建材・住
宅・資源系の研究開発体制を一
元化

2003
米国で住宅事業を開始

2011
再生可能エネルギー事業を開始
中大規模木造建築事業に進出

2021
米国での大規模戸建賃貸住宅
開発事業に本格参入

2022
2030年を見据え、当社グルー
プのあるべき姿を定めた長期 
ビジョン「Mission TREEING 
2030」を公表。その第1フェーズ
として、3か年の中期経営計画

「Mission TREEING 2030 
Phase 1」開始

2018
米国での不動産開発事業を本
格開始
環境木化都市の実現を目指す

「W350計画」を発表

2007
高齢者介護事業に本格参入

2005
国内初木質梁勝ちラーメン構造

（ビッグフレーム構法）を開発

2008
豪州で住宅事業を開始

2022年

売上高
1兆6,697億円

2016
売上高が創業以来初めて1兆円
を上回る

2010s 2020s1990s 2000s

売上高の推移

※1  当社グループは2020年3月期より「収益認識に関する会計基準」 
（企業会計基準第29号）を適用。

※2  2020年12月期の会計期間の変更により4月～12月の9か月間の決算。

高齢者介護事業の展開
　2007年には高齢者介護事業に本格参入しました。我
が国が超高齢社会を迎える中、介護付有料老人ホームや
サービス付き高齢者向け住宅、デイサービスの運営を通
じて、入居者の自立を支援しながら、一人ひとりに合わせ
た質の高いサービスを提供しています。

中大規模木造建築の推進
　日本では、資源として利用可能な人工林が十分に手入
れされず、森林の多面的機能の低下が懸念されています。
木を使うことで、森林を維持し、林業を再生していくこと
が急務となっており、2010年には公共建築物などの木材
利用を促進する法律が施行されました。
　当社グループは、こうした課題に応えるために、2011
年より、非住宅分野の木造化・木質化を推進しています。
商業、教育、福祉などの施設で実績を積み上げています。

再生可能エネルギー事業の推進
　2011年、当社グループは森林資源の価値に改めて着
目し、再生可能エネルギー事業に進出しました。建築廃材
や、林地で利用されずに残された木材を燃料として活用す
る木質バイオマス発電所を複数運営しています。

住友林業の価値創造
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